
令和５年度　物価高騰対応重点支援　地方創生臨時交付金　事業検証結果

1
令和５年度長野県木島平村電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支援給付金【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　470世帯×70千円
事務費　　1005千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件
費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（470世帯）

R6.1 R6.3 30,775,787

低所得世帯への生活支援のための
給付に係る経費
給付金（428世帯）29,960千円
給付率91.1％
事務費816千円

R5年度住民税非課税世帯428世帯へ給
付金を支給することで、対象世帯の生活
支援を行うことができた。

2 物価高騰対応重点支援給付金【物価高騰対策
給付金】

【R6へ一部繰越（R7効果検証予定）】
①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　150世帯×100千円
事務費　　1,175千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　とし
て支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（150世帯）

R6.2 R6.4以降

3
物価高騰対応重点支援子育て世帯加算給付
金【物価高騰対策給付金】

【R6へ一部繰越（R7効果検証予定）】
①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯
で18歳以下の子どもを扶養している世帯　こども50人×50千円
事務費　　820千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　とし
て支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯で18歳以下
の子どもを扶養している世帯

R6.2 R6.4以降

4 物価高騰緊急対策商品券事業

【R6へ一部繰越（R7効果検証予定）】
①原油価格・物価高騰により影響を受けた事業者及び村民を支援するため村商
工会加盟業者で使用できる商品券を配布し、村内の消費活性化を図る。
②負担金、委託料、需用費、役務費
③村民一人に5,000円分の商品券の配布　5,000円×4,355人（R5.12現在）
村商工会への事務委託料（人件費＠7,264円×48日、事務消耗品費20,000円、振
込手数料13,200円）　382千円
商品券印刷代・郵送料・広告宣伝費　1,189千円
④村民（商品券配布）、事業者（換金業務委託）、村（発行業務）

R5.12 R6.4以降

5 下水道燃料等高騰対策事業

①原油価格・物価高騰により、下水道施設での電力使用料が高騰しており、下水
道事業者が負担する事業経費が増大していることから、下水道事業者への支援
及び高騰分を下水道使用料の値上げに転嫁させず、住民負担を増加させないた
め、木島平村下水道事業会計に電力料高騰分を繰出し、委託料に嵩上げする。
②繰出金
③下水道施設電気料
Ｒ3使用料(年)：9310千円
Ｒ5使用料見込：11,650千円
高騰分：2,340千円
④下水道事業者及び村民

R5.4 R6.3 2,340,000
原油価格・物価高騰による下水道会
計事業への繰出金
下水道会計繰出金　2340千円

下水道会計事業への繰出金により、下水
道使用料の値上げによる住民負担の増
加を防いだ。

事業費合計 33,115,787

地方創生臨時交付金交付額 32,625,000

総事業費
（円）

実施成果・効果

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠
④事業の対象
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事業
終期

事業
始期

事業実績


